
入札説明書 

 

第１ 本書で定める事項は、熊本県海水養殖漁業協同組合が実施する事後審査型条件付一般競争入札につ

いて適用する。 

 

第２ 競争入札に参加する者に必要な資格（以下「競争参加資格」という。） 

 １ 入札に参加する者は、入札書受付の締切日から落札決定の日までの間において、次に掲げる条件を

すべて満たさなければならない。 

（１） 天草市工事等請負及び委託契約に係る指名停止等の措置要領（平成１８年告示第１２６号。以下

「指名停止要領」という。）に基づく指名停止を受けていないこと。 

（２） 手形交換所における取引停止処分、主要取引先からの取引停止等の事実があるなど、経営状態が

著しく不健全である者でないこと。 

（３） 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定に基づく更生手続開始の申立て又は民

事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条の規定に基づく再生手続開始の申立ての事実が

ない者。 

（４） 入札公告に示した工事に係る設計業務等の受託者又は当該受託者と資本若しくは人事面におい

て関連がある建設業者でないこと。 

なお、「当該受託者と資本若しくは人事面において関連がある建設業者」とは、以下のア又はイ

に該当する者である。 

ア 当該受託者の発行済株式総数の 100分の 50を超える株式を有し、又はその出資の総額の 100

分の 50 を超える出資をしている建設業者 

イ 建設業者の代表権を有する役員が当該受託者の代表権を有する役員を兼ねている場合にお

ける当該建設業者 

（５） 入札に参加しようとする者の間に以下の基準のいずれかに該当する関係がないこと（基準に該当

する者のすべてが共同企業体の代表者以外の構成員である場合及び同一の共同企業体に属する

場合を除く。）。 

    ア 資本関係 

       以下のいずれかに該当する二者の関係にある場合。ただし、会社法（平成１７年法律第８６

号）第２条第３号に規定する子会社（以下「子会社」という。）又は子会社の一方が会社更生法

第２条第７項に規定する更正会社（以下「更正会社」という。）又は民事再生法第２条第４号に

規定する再生手続が存続中の会社（以下「再生手続が存続中の会社」という。）である場合を除

く。 

     （ア）会社法第２条第４号に規定する親会社（以下「親会社」という。）と子会社の関係にある

場合 

    （イ）親会社を同じくする子会社同士の関係にある場合 

イ 人的関係 

        以下のいずれかに該当する二者の関係にある場合。ただし、（ア）については、会社の一方



が更正会社又は再生手続が存続中の会社である場合を除く。 

    （ア）一方の会社の役員が、他方の会社役員を現に兼ねている場合 

     （イ）一方の会社の役員が、他方の会社の会社更生法第６７条第１項又は民事再生法第６４条

第２項の規定により選任された管財人を現に兼ねている場合 

   ウ その他入札の適正さが阻害されると認められる場合 

その他上記ア又はイと同視し得る資本関係又は人的関係があると認められる場合 

（６）営業所の所在地が入札公告に示す要件を満たしていること。 

     

 ２ 入札に参加する者は、競争参加資格確認申請書の提出期限の日から落札決定の日までの間において、

入札公告に示す施工実績、配置予定技術者に関する事項及びその他の条件を全て満たさなければなら

ない。 

 

第３ 競争参加資格の確認に必要な提出書類 

 １ 第１４により落札候補者となった者は次に掲げる（１）、（２）の書類を提出しなければならない。 

（１） 競争参加資格確認申請書（以下「申請書」という。別記様式１） 

（２） 下請施工予定業者の調書（別紙様式２）、（１）申請書の下請け施工についてで、下請け施工予定 

が「無」の場合は不要。ただし、既存製氷施設撤去工事に係る産業廃棄物処理の許可関係につい 

て、資格書類を提出すること 

 

第４ 申請書等の提出方法 

（１） 申請書等の提出方法 

落札候補者は、申請書等（第４において指定する書類）を入札公告に示す期間中に提出するこ

と。 

 また、郵送により入札に参加しようとする場合は、入札公告に示す期間中に、入札公告に示す

入札・契約担当部局へ郵送すること。 

 

（２） その他 

   ア 申請書を書面により提出する場合は、押印すること。 

   イ 申請書等を期限までに適切に提出しない者及び競争参加資格がないと認められた者は、落札者

として決定されない。 

ウ 提出書類の作成及び提出に係る費用は、提出者の負担とする。 

   エ 提出書類は、返却しない。 

   オ 提出期限後における提出書類の差替え及び再提出は、特別の事情がある場合を除き認めない。 

   カ 提出書類に虚偽の記載をした場合においては、指名停止要領に基づく指名停止を行うことがあ

る。 

   キ （事業主体名）は、提出書類を競争参加資格の確認以外に提出者に無断で使用しない。 

 



第５ 設計図書の閲覧及び配付 

   設計図書は、入札公告に示す期間中、入札公告に示す方法により、閲覧及び配付を行う。 

 

第６ 質問書の提出及び回答 

 １ 入札公告、入札説明書及び設計図書に対する質問がある場合は、入札公告に示す期間中、入札公告

に示す方法により提出すること。 

 ２ 当該質問に対する回答は、入札公告に示す期間中、入札公告に示す方法により閲覧に供する。 

 

第７ 最低制限価格の設定 

 １ 設計金額５億円未満の工事の入札については、地方自治法施行令第１６７条の１０第２項の規定に

基づき、あらかじめ最低制限価格を設ける。そのため、最低制限価格に満たない入札価格を提示した

者は失格とする。 

 ２ 最低制限価格は、落札者の決定後、入札結果とともに速やかに公表する。 

 

第８ 入札保証金及び契約保証金 

 １ 入札保証金は、免除する。 

 ２ 契約保証金は、免除する。 

 

第９ 入札方法等 

 １ 入札に参加する者は、入札公告に示した開札日時までに、入札書を入札公告に示した場所へ持参す

ること。郵送による入札の場合は、入札書を入札公告に示した入札期間中に入札公告に示す入札・契

約担当部局へ郵送すること。 

 ２ 落札決定にあたっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算

した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）をもって落札

価格とするので、入札者は、消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積も

った契約希望金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。 

 ３ 入札執行回数は、１回とする。 

 

第１０ 工事費内訳書の提出 

   入札書とともに工事費内訳書を任意の様式で添付すること。 

 

第１１ 入札の無効 

   競争参加資格のない者のした入札、依頼書、申請書等提出書類に虚偽の記載をした者のした入札そ

の他入札に関する条件に違反した入札は無効とし、無効の入札を行った者を落札者としていた場合に

は落札決定を取り消すものとする。 

 

 



第１２ 落札候補者の決定方法 

  １ 開札後、予定価格の範囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札候補者とする。た

だし、第７の１により最低制限価格を設けている場合は、最低制限価格以上の価格をもって申込み

をした者のうち、最低の価格を提示した者を落札候補者とする。 

  ２ 最低の価格で有効な入札を行った者が複数いる場合は、くじにより落札候補者を決定する。 

    なお、落札候補者が落札者として決定されず、次に落札候補者となるべき者が同額入札により複

数いる場合は、落札者として決定されなかった者を除き、くじにより落札候補者を決定する。 

  ３ 落札候補者は、第３に掲げる競争参加資格を満たさなくなったときは、その旨を申し出なければ

ならない。 

 

第１３ 競争参加資格の確認、落札者の決定 

  １ 落札候補者の競争参加資格が認められたときは、落札候補者を落札者とし、その旨を落札者決定

通知書により入札参加者全員に通知する。 

  ２ 落札候補者に競争参加資格がないと認められたときは、落札候補者に対し競争参加資格確認通知

書によりその旨を通知し、次に低い価格を提示した者から順に申請書等の提出を求め、競争参加資

格が確認できた最初の者を落札者とする。 

  ３ 無効な入札を行った者を落札者としていた場合には、落札決定を取り消すものとする。 

 

第１４ 入札結果の公表 

    入札結果は、落札者の決定後遅滞なく公表するものとする。 

 

第１５ 競争参加資格がないと認めた者に対する理由の説明 

  １ 競争参加資格がないと認められた者は、競争参加資格がないと認めた理由について、入札結果の

公表を行った日の翌日から起算して５日（休日を含まない。）以内に、入札公告に示した期間内に、

入札公告を示した場所へ、書面により説明を求めることができる。 

  ２ 説明要求に対する回答は、入札公告に示した日までに書面により回答する。 

 

第１８ 契約書作成の要否及び支払条件 

    契約書を作成するものとし、支払条件は、落札者と協議の上決定する。 

 

 

第１９ その他 

  １ 契約の手続において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

  ２ この入札説明書及び入札公告に記載する日時、日数、期間については、休日を含まず、午前９時

から午後５時までとする。 

 

 



別記様式１ 

 

令和  年  月  日 

 

競争参加資格確認申請書 

 

（事業主体名）熊本県海水養殖漁業協同組合  様 

 

住所 

商号又は名称 

代表者氏名               

 

令和６年１０月３０日付けで公告のありました下記工事に係る競争参加資格について確認され

たく、所定の書類を添えて申請します。 

 なお、入札公告に掲げられた条件を満たしていること並びにこの申請書及び添付書類の内容に

ついて事実と相違ないことを誓約します。 

記 

 １ 工事番号 無し 

    

２ 工事名 令和６年度水産業競争力強化緊急施設整備事業補助金 

熊本県海水養殖漁業協同組合 栖本事業所 製氷施設撤去及び新設工事 

 

 ３ 工事場所 天草市栖本町馬場 3357 番地の 3 地内 

 

 ４ 下請施工について 

       

 

下請施工予定の有無（該当する

方に丸をつけること）  

 

有 

 

無 

 

下請契約締結予定業者数 

  

 

下請予定合計金額 

             

            円 

 

 



別記様式２ 

下請施工予定業者の調書 

 

住所 

商号又は名称 

代表者氏名                

１社目 

下請施工予定業者の氏名

（社名または屋号） 
 

代表者  

法令による資格・免許  

 

２社目 

下請施工予定業者の氏名

（社名または屋号） 
 

代表者  

法令による資格・免許  

 

３社目 

下請施工予定業者の氏名

（社名または屋号） 
 

代表者  

法令による資格・免許  

 

※資格・免許が確認できる書類の写しを添付すること。 

※表が足りない場合は追加すること。様式は任意で構わない 

 

下請施工の有無にかかわらず、既存製氷施設撤去工事に係る産業廃棄物処理の

許可関係について、（処理業者の）資格書類をご提出ください。 


